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特許法の抜粋 

 

平成２１年４月３日 

 

 

第２条 この法律で「発明」とは、自然法則を利用した技術的思想の

創作のうち高度のものをいう。 

２ この法律で「特許発明」とは、特許を受けている発明をいう。 

３ この法律で発明について「実施」とは、次に掲げる行為をいう。 

一 物（プログラム等を含む。以下同じ。）の発明にあつては、その

物の生産、使用、譲渡等（譲渡及び貸渡しをいい、その物がプログ

ラム等である場合には、電気通信回線を通じた提供を含む。以下同

じ。）、輸出若しくは輸入又は譲渡等の申出（譲渡等のための展示を

含む。以下同じ。）をする行為 

二 方法の発明にあつては、その方法の使用をする行為 

三 物を生産する方法の発明にあつては、前号に掲げるもののほか、

その方法により生産した物の使用、譲渡等、輸出若しくは輸入又は

譲渡等の申出をする行為 

４ この法律で「プログラム等」とは、プログラム（電子計算機に対

する指令であつて、一の結果を得ることができるように組み合わさ

れたものをいう。以下この項において同じ。）その他電子計算機によ

る処理の用に供する情報であつてプログラムに準ずるものをいう。 

 

 

第２９条 産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる

発明を除き、その発明について特許を受けることができる。  

一 特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明  

二 特許出願前に日本国内又は外国において公然実施をされた発明  

三 特許出願前に日本国内又は外国において、頒布された刊行物に

記載された発明又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となつ

た発明  

２ 特許出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を

有する者が前項各号に掲げる発明に基いて容易に発明をすることが

できたときは、その発明については、同項の規定にかかわらず、特

許を受けることができない。  
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第６８条 特許権者は、業として特許発明の実施をする権利を専有す

る。ただし、その特許権について専用実施権を設定したときは、専

用実施権者がその特許発明の実施をする権利を専有する範囲につい

ては、この限りでない。 

 

第１０１条 次に掲げる行為は、当該特許権又は専用実施権を侵害す

るものとみなす。  

一 特許が物の発明についてされている場合において、業として、

その物の生産にのみ用いる物の生産、譲渡等若しくは輸入又は譲

渡等の申出をする行為  

二 特許が物の発明についてされている場合において、その物の生

産に用いる物（日本国内において広く一般に流通しているものを

除く。）であつてその発明による課題の解決に不可欠なものにつ

き、その発明が特許発明であること及びその物がその発明の実施

に用いられることを知りながら、業として、その生産、譲渡等 若

しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為  

三 特許が物の発明についてされている場合において、その物を業

としての譲渡等又は輸出のために所持する行為  

四 特許が方法の発明についてされている場合において、業として、

その方法の使用にのみ用いる物の生産、譲渡等若しくは輸入又は

譲渡等の申出をする行為  

五 特許が方法の発明についてされている場合において、その方法

の使用に用いる物（日本国内において広く一般に流通しているも

のを除く。）であつて その発明による課題の解決に不可欠なもの

につき、その発明が特許発明であること及びその物がその発明の

実施に用いられることを知りながら、業として、その 生産、譲渡

等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為  

六 特許が物を生産する方法の発明についてされている場合におい

て、その方法により生産した物を業としての譲渡等又は輸出のた

めに所持する行為  

 


